
資料６

日本農林規格の見直しについて

「構造用パネル」

平成１９年１１月２８日 農林物資規格調査会総会





構造用パネルの日本農林規格の見直しについて（案）

平成１９年１１月２８日

農 林 水 産 省

１ 趣旨

農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（昭和２５年法律第１

７５号）第１０条の規定及び「ＪＡＳ規格及び品質表示基準の制定・見直しの

基準 （平成１７年８月農林物資規格調査会決定）に基づき、構造用パネルの」

日本農林規格（昭和６２年３月２７日農林水産省告示第３６０号）について、

標準規格の性格を有するとして、取引の合理化を図る観点及び実需者に良質な

製品を提供する観点から所要の見直しを行う。

２ 内容

の日本農林規格」について、以下の見直し等を行う。「構造用パネル

（１）反り又はねじれの基準の変更

（２）強軸方向の表示方法の変更
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構造用パネルの日本農林規格の一部改正（案）の概要

１ 規格の位置づけ

「構造用パネルの日本農林規格」は、建築その他一般の用に供され構造用パネルに

適用され、建築基準法等に引用されているほか、建築やその他の用途の原材料である

品目を業者間の取引する場合の基準として、使用の合理化及び取引の単純公正化に大

きく貢献しており 「標準規格」として位置づけられる。、

２ 生産状況及び規格の利用実態

認定工場数 構造用パネル ９工場（平成１９年３月現在）

（注）9工場全てが認定外国製造業者である。

国内流通量及び格

付数量の増減 国内流通量と格付数量の推移

年次 国内流通量(千ｍ ) 格付数量(千ｍ )3 3

１４ ２０３ １６２

１５ １９３ ２１２

１６ ２３０ １８０

１７ １６２ ２４５

（注１）国内での製造実績がないことから、国内流通量は輸入量

を示した。輸入品のほぼ１００％がＪＡＳ格付品である。

（注２）国内流通量は暦年で、格付数量は年度で集計している。

他法令等での引用 ・ 第一種ホルムアルデヒド発散建築材料を定める件」「

（平成１４年１２月２６日国土交通省告示第１１１３号）

・ 第二種ホルムアルデヒド発散建築材料を定める件」「

（平成１４年１２月２６日国土交通省告示第１１１４号）

・ 第三種ホルムアルデヒド発散建築材料を定める件」「

（平成１４年１２月２６日国土交通省告示第１１１５号）

・ 丸太組構法を用いた建築物又は建築物の構造部分の構造方「

法に関する安全上必要な技術的基準を定める件」

（平成１４年５月１５日国土交通省告示第４１１号）

・ 構造耐力上主要な部分である壁及び床版に、枠組工法によ「

り設けられるものを用いる場合における技術的基準に適合す
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る当該壁及び床版の構造方法を定める件」

（平成１３年１０月１５日国土交通省告示第１５４１号）

・ 枠組壁工法又は木質プレハブ工法を用いた建築物又は建築「

物の構造方法に関する安全上必要な技術的基準を定める件」

（平成１３年１０月１５日国土交通省告示第１５４０号）

・ 建築基準法施行令第四十六条第四項表一(一）項から（七）「

項までに掲げる軸組と同等以上の耐力を有する軸組及び当該

（昭和５６年６月１日建設省告示第１１００号）軸組に係る倍率の数値」

・ 公共建築工事標準仕様書 （国土交通省）「 」

・ 木造住宅工事仕様書 （住宅金融公庫）「 」

・ 枠組壁工法住宅工事仕様書」(住宅金融公庫)「

３ 一部改正（案）の概要

反り又はねじれの基準の変更(第３条関係）

現行の基準は 「施工時の釘打ちによって容易に矯正できる程度のものであるこ、

と 」と規定されているが、構造用パネルの用途が構造用合板とほぼ同様であるこ。

とから 「構造用合板の規格」の「反り又はねじれ」の基準に合わせ変更する。、

(参考) 構造用合板の日本農林規格の「反り又はねじれ」の基準

１． 矢高が５０ｍｍ以下（表示厚さが７．５ｍｍ以上のものにあっては、３０ｍｍ以下）であるこ

と又は手で押して水平面に接触すること。

２． 質量１０ｋｇ（表示厚さが７．５ｍｍ以上のものにあっては、１５ｋｇ）の重りを乗せたとき

水平面に接触すること。

強軸方向の表示方法の変更（第３条関係）

現行規格においては、強軸方向の表示は短辺方向が強軸方向である場合にのみ表

示するとなっているが、製造方法によっては長辺方向が強軸方向となることもある

、 、 。ことから 短辺方向 長辺方向の方向に関係なく強軸方向を表示するよう変更する

その他

「メスフラスコ」→「全量フラスコ 「調整」→「調製」等の用語の整理 を」、

行う。
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構造用パネルのＪＡＳ規格の概要

１ 概要

木材の小片を接着剤を用いて接着し、熱圧成型等を行ったパネルであって、主として

枠組壁工法住宅等の床、壁、屋根下地材等の構造物の耐力部材として用いられるものを

いう。

現在、国内で流通している構造用パネルはＯＳＢ（ ：配向性Oriented Strand Board
ストランドボード）と言われている。ＯＳＢとは、長さ ｃｍ前後のストランド（長10
く薄い削片）に方向性を与え、表層と心層を直行配向させ、接着成形した面材である。

２ 構造用パネルのＪＡＳ規格について

この規格は、接着性、曲げ性能、含水率、吸水性、釘耐力性能、ホルムアルデヒド放

散量、寸法等の基準が定められている。

項 目 基 準

接着性能 常態はく離試験及び煮沸はく離試験の結果、はく離の基準に適合し

ていること

曲げ性能 １級から４級まで等級区分され、常態曲げ試験及び湿潤曲げ試験の

結果、曲げ性能の基準に適合していること

含水率 試験片の含水率の平均値が１３％以下であること

吸水性 吸水厚さ膨張率試験の結果、吸水厚さ膨張率が２４％以下であるこ

と

釘耐力性能 釘接合せん断試験及び釘引き抜き試験の結果、釘耐力の基準に適合

していること

ホルムアルデ Ｆ☆☆☆☆からＦ☆まで等級区分され、ホルムアルデヒド放散量の

ヒド放散量 平均値及び最大値が基準に適合していること

。 、 、表面及び裏面 木材の小片の浮き上がりがないこと また 防湿等の目的以外の油

の品質 塗装等によって著しい汚染がないものであること

側面の品質 切断面が平滑であること

辺の曲がり 最大矢高が１ｍｍ以下であること

寸法 厚さ、幅、長さ及び対角線の長さの基準に適合していること

３ 表示事項、ＪＡＳマーク表示例

（１）表示事項

下記事項が一括して表示してあること。なお、曲げ性能の等級はＪＡＳマークへ表

記すると別告示の表示の方法に規定されている。

品名

製造業者等の名称及び所在地

ホルムアルデヒド放散量：放散量表示をする場合のみ表示

寸法

短辺が強軸方向である旨：短辺が強軸方向である場合についてのみ表示
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（２）ＪＡＳマーク表示例

登録認定機関名

品 名 「構造用パネル」

ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量 「 ☆☆☆☆」F

寸 法 × × ㎜12.0 910 1,820

製 造 者 〇〇株式会社工場

注 ホルムアルデヒドを含む接着剤を使用していないことを登録認定機関又は登録外国認定機関が認めた場合にあってはホルムアル

デヒド放散量表示に代えて「非ホルムアルデヒド系接着剤使用」の表示されたものがある。

４ 級



- 1 -

構造用パネルの日本農林規格（昭和６２年３月２７日農林水産省告示第３６０号）の一部改正（案）新旧対照表

改 正 案 現 行

（適用の範囲） （適用の範囲）

第１条 ［略］ 第１条 この規格は、パネル（木材の小片を接着し板状に成型した一般材又はこれにロータリーレース、ス

ライサー等により切削した単板を積層接着した一般材をいう。以下同じ ）のうち、主として構造物の耐。

力部材として用いられるもの（以下「構造用パネル」という ）に適用する。。

（定義） （定義）

第２条 ［略］ 第２条 この規格において、次の表の左欄に掲げる用語の定義は、それぞれ同表の右欄に掲げるとおりとす

る。

用 語 定 義

長 さ 板面の長辺の辺長をいう。

幅 板面の短辺の辺長をいう。

厚 さ 板面に垂直方向の辺長をいう。

（規格） （規格）

第３条 構造用パネルの規格は、次のとおりとする。 第３条 構造用パネルの規格は、次のとおりとする。

事 項 基 準 事 項 基 準

品 ［略］ ［略］ 品 接着の程度 別記の３の の常態はく離試験及び別記の３の の煮沸はく離試験の結果、次の表の 

質 質 基準に適合していること。

試験項目 基 準

常態はく離試験 同一試料パネルから採取した試験片のはく離強さの平均値が

０．３ＭＰａ（又はＮ／ｍｍ ）以上であること。２

煮沸はく離試験 木材の小片が試験片の表面から分離しないこと。ただし、単

板を積層接着したものにあつては、試験片の同一接着層にお

けるはく離した部分の長さがそれぞれの側面において１／３

以下であること。
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［略］ ［略］ 含 水 率 別記の３の の含水率試験の結果、同一試料パネルから採取した試験片の含水率の平

均値が１３％以下であること。

曲 げ 性 能 別記の３の の常態曲げ試験及び別記の３の の湿潤曲げ試験の結果、試料パネルの 曲 げ 性 能 別記の３の の常態曲げ試験及び別記の３の の湿潤曲げ試験の結果、試料パネルの   

強軸方向及び弱軸方向の曲げ強さ及び曲げヤング係数が、次の表の計算式によつて算 長辺方向及び短辺方向の曲げ強さ及び曲げヤング係数が、次の表の計算式によつて算

出した数値以上であること。 出した数値以上であること。

曲 げ 強 さ 曲げヤング係数 曲 げ 強 さ 曲げヤング係数

（ＭＰa又はＮ／㎜ ） (ＧＰa又は10 Ｎ／㎜ ) （ＭＰa又はＮ／㎜ ） (ＧＰa又は10 Ｎ／㎜ )２ ３ ２ ２ ３ ２

試験項目 等 級 試験項目 等 級

強軸方向 弱軸方向 強軸方向 弱軸方向 長辺方向（ 短辺方向（ 長辺方向（ 短辺方向（

短辺方向が 短辺方向が 短辺方向が 短辺方向が

強軸方向で 強軸方向で 強軸方向で 強軸方向で

あるものに あるものに あるものに あるものに

あつては短 あつては長 あつては短 あつては長

辺方向） 辺方向） 辺方向） 辺方向）

２ ２ ３ ３ ２ ２ ３ ３１ 級 7,056／h 2,107／h 29,890／h 8,820／h １ 級 7,056／h 2,107／h 29,890／h 8,820／h

常態曲げ 常態曲げ
２ ２ ３ ３ ２ ２ ３ ３試 験 ２ 級 5,537／h 1,666／h 13,230／h 3,920／h 試 験 ２ 級 5,537／h 1,666／h 13,230／h 3,920／h

２ ２ ３ ３ ２ ２ ３ ３３ 級 3,675／h 1,127／h 6,860／h 1,960／h ３ 級 3,675／h 1,127／h 6,860／h 1,960／h

２ ２ ３ ３ ２ ２ ３ ３４ 級 2,156／h 637／h 3,430／h 980／h ４ 級 2,156／h 637／h 3,430／h 980／h

２ ２ ３ ３ ２ ２ ３ ３１ 級 3,528／h 1,078／h 14,700／h 4,410／h １ 級 3,528／h 1,078／h 14,700／h 4,410／h

湿潤曲げ 湿潤曲げ
２ ２ ３ ３ ２ ２ ３ ３試 験 ２ 級 2,793／h 833／h 6,860／h 1,960／h 試 験 ２ 級 2,793／h 833／h 6,860／h 1,960／h

２ ２ ３ ３ ２ ２ ３ ３３ 級 1,862／h 539／h 3,430／h 980／h ３ 級 1,862／h 539／h 3,430／h 980／h

２ ２ ３ ３ ２ ２ ３ ３４ 級 1,078／h 343／h 1,470／h 490／h ４ 級 1,078／h 343／h 1,470／h 490／h

(注) １・２［略］ (注) １ ｈは試料パネルに表示してある厚さ（㎜）とする。

２ 強軸方向とは、木材の小片を一定方向に配列し成型されたパネルにおける

表面及び裏面の小片の主たる繊維方向をいう。

３ 弱軸方向とは、強軸方向と直交する方向をいう。

、 。［略］ ［略］ 吸 水 性 別記の３の の吸水厚さ膨張率試験の結果 吸水厚さ膨張率が２４％以下であること
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［略］ ［略］ 釘耐力性能 別記の３の の釘接合せん断試験及び別記の３の の釘引き抜き試験の結果、次の表 

の基準に適合していること。

試験項目 基 準

釘接合せん断試験 最大耐力を４で割つた値が６８６Ｎ以上であること。

釘引き抜き試験 最大引き抜き耐力が８８Ｎ以上であること。

［略］ ［略］ ホルムアル 別記の３の のホルムアルデヒド放散量試験において、別記の１により抜き取られた

デヒド放散 ホルムアルデヒド放散量試験用試料パネルのホルムアルデヒド放散量の平均値及び最

量（ホルム 大値が、表示の区分に応じ、それぞれ次の表の数値以下であること。

アルデヒド

放散量につ 表示の区分 平 均 値 最 大 値

いての表示

をしてある Ｆ☆☆☆☆と表示するもの ０．３㎎／Ｌ ０．４㎎／Ｌ

も の に 限

る ） Ｆ☆☆☆と表示するもの ０．５㎎／Ｌ ０．７㎎／Ｌ。

Ｆ☆☆と表示するもの １．５㎎／Ｌ ２．１㎎／Ｌ

Ｆ☆と表示するもの ５．０㎎／Ｌ ７．０㎎／Ｌ

［略］ ［略］ 表面、裏面 １ 表面及び裏面にあつては、木材の小片の浮き上がりがないこと。また、防湿等の

及び側面の 目的以外の油、塗料等によつて、著しい汚染がないものであること。

品質 ２ 側面にあつては、切断面が平滑であること。

反り又はね １ 矢高が５０ｍｍ以下（表示された厚さが７．５ｍｍ以上のものにあつては、３０ 反り又はね 施工時の釘打ちによつて容易に矯正できる程度のものであること。

じれ ｍｍ以下）であること又は手で押して水平面に接触すること。 じれ

２ 質量１０ｋｇ（表示された厚さが７．５ｍｍ以上のものにあつては、１５ｋｇ）

の重りを乗せたとき、水平面に接触すること。

［略］ ［略］ 辺の曲がり 曲がりの最大矢高が１ｍｍ以下であること。

［略］ ［略］ 寸 法 １ 表示された寸法に対する測定した寸法の差が、次の表の数値以下であること。
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寸法の区分 表示された寸法と測定した寸法との差

１６ｍｍ以下 ±０．８ｍｍ

厚さ

１６ｍｍを超えるもの ±５％

幅及び長さ ＋０ －４ｍｍ

２ 対角線の長さの差が、４ｍｍ以下であること。

表 表 示 事 項 １・２ ［略］ 表 表 示 事 項 １ 次の事項を一括して表示してあること。

示 示 品名

寸法

製造業者又は販売業者（輸入品にあつては、輸入業者）の氏名又は名称及び所

在地

２ ホルムアルデヒド放散量についての表示をしてあるものにあつては、１に規定す

るもののほか、ホルムアルデヒド放散量の表示記号を一括して表示してあること。

３ １及び２に規定するもののほか、強軸方向を表示してあること。 ３ 短辺方向が強軸方向であるものにあつては、１及び２に規定するもののほか、短

辺方向が強軸方向である旨を表示してあること。

４ ［略］ ４ ホルムアルデヒドを含む接着剤を使用していないことを登録認定機関又は登録外

国認定機関が認めた場合にあっては、１から３までに規定するもののほか、非ホル

ムアルデヒド系接着剤を使用している旨を表示することができる。

表示の方法 １・２ ［略］ 表示の方法 １ 表示事項の項の１の 及び に掲げる事項の表示は、次に規定する方法により行 

われていること。

品名

「構造用パネル」と記載すること。

寸法

厚さ、幅及び長さをミリメートル、センチメートル又はメートルの単位を明記

して記載すること。

２ 表示事項の項の２により、ホルムアルデヒド放散量の表示記号を表示する場合に

は、次の から までに規定するところにより記載してあること。 

別記の３の のホルムアルデヒド放散量試験による試験結果がホルムアルデヒ 

ド放散量（ホルムアルデヒド放散量についての表示をしてあるものに限る ）の。

項基準の欄のＦ☆☆☆☆と表示するものの項に該当するときは 「Ｆ☆☆☆☆」、

と記載すること。

別記の３の のホルムアルデヒド放散量試験による試験結果がホルムアルデヒ 

ド放散量（ホルムアルデヒド放散量についての表示をしてあるものに限る ）の。
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項基準の欄の表Ｆ☆☆☆と表示するものの項に該当するときは 「Ｆ☆☆☆」と、

記載すること。

別記の３の のホルムアルデヒド放散量試験による試験結果がホルムアルデヒ 

ド放散量（ホルムアルデヒド放散量についての表示をしてあるものに限る ）の。

項基準の欄の表Ｆ☆☆と表示するものの項に該当するときは 「Ｆ☆☆」と記載、

すること。

別記の３の のホルムアルデヒド放散量試験による試験結果がホルムアルデヒ

ド放散量（ホルムアルデヒド放散量についての表示をしてあるものに限る ）の。

項基準の欄の表Ｆ☆と表示するものの項に該当するときは 「Ｆ☆」と記載する、

こと。

３ 表示事項の項の３の強軸方向にあつては、 見やすい位置に強軸方向と平行に ３ 表示事項の項の３により、短辺方向が強軸方向である旨を表示する場合には、見
「 「

強軸方向 」と記載すること。 やすい位置に短辺方向と平行に 強 軸 方 向 」と記載すること。

４・５ ［略］ ４ 表示事項の項の４により、非ホルムアルデヒド系接着剤を使用している旨の表示

をする場合には 「非ホルムアルデヒド系接着剤使用」と記載すること。、

５ 表示事項の項の１及び２に掲げる事項の表示は、別記様式により、各個又は各こ

りごとに、見やすい箇所にしてあること。

［略］ ［略］ 表示禁止事 次に掲げる事項は、これを表示していないこと。

項 表示事項の項の規定により表示してある事項の内容と矛盾する用語

その他品質を誤認させるような文字その他の表示

別記（第３条関係） 別記（第３条関係）

１・２ ［略］ １ 試験試料の採取

常態はく離試験、煮沸はく離試験、含水率試験、常態曲げ試験、湿潤曲げ試験、吸水厚さ膨張率試

験、釘接合せん断試験及び釘引き抜き試験に供する試験片を切り取るべき構造用パネル（以下「試料

パネル」という ）は、１荷口から、次の表の左欄に掲げる構造用パネルの枚数に応じ、それぞれ同。

表の右欄に掲げる枚数を任意に抜き取るものとする。

荷口の構造用パネルの枚数 試料パネルの枚数

1,000枚以下 ４枚 再試験を行う場合は、左に掲げる数量の２

1,001枚以上 2,000枚以下 ６枚 倍の試料パネルを抜き取る。

2,001枚以上 3,000枚以下 ８枚

3,001枚以上 10枚

ホルムアルデヒド放散量試験に供する試験片を切り取るべき構造用パネル（以下「ホルムアルデヒ

ド放散量試験用試料パネル」という ）は、１荷口から、次の表の左欄に掲げる構造用パネルの枚数。

に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる枚数を任意に抜き取るものとする。
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荷口の構造用パネルの枚数 ホルムアルデヒド放散量試験用試料パネルの枚数

1,000枚以下 ２枚

1,001枚以上 2,000枚以下 ３枚

2,001枚以上 3,000枚以下 ４枚

3,001枚以上 ５枚

２ 試験結果の判定

ホルムアルデヒド放散量試験以外の試験にあつては、１荷口から抜き取られた試料パネルから切り取

られた試験片（常態はく離試験及び含水率試験にあつては、１荷口から採取された試料パネル）のうち

当該試験に係る基準に適合するものの数がその総数の９０％以上であるときは、その荷口の構造用パネ

ルは、当該試験に合格したものとし、７０％未満であるときは、不合格とする。適合するものの数が７

０％以上９０％未満であるときは、その荷口の構造用パネルについて改めて当該試験に要する試料パネ

ルを抜き取つて再試験を行い、その結果、適合するものの数が９０％以上であるときは、当該試験に合

格したものとし、９０％未満であるときは、不合格とする。

３ 試験の方法 ３ 試験の方法

～ ［略］ 常態はく離試験 

ア 試験片の作成

試験片は、各試料パネルから一辺が５０ｍｍの正方形状のものを５片ずつ作成する。

イ 試験の方法

、 、図 に示す方法によつて試験片を鋼又はアルミブロックに接着し 板面に垂直の方向に引つ張り

その破壊時における最大荷重を測定し、はく離強さを求める。この場合の平均荷重速度は、試験片

の厚さ１ｃｍ当たり毎分２ｍｍとする。

（注）はく離強さは、次の式によつて算出する。

Ｐ

はく離強さ（ＭＰａ又はＮ／ｍｍ ）＝２

ｂ×

Ｐは、はく離破壊時の最大荷重（Ｎ）

ｂは、試験片の幅（ｍｍ）

は、試験片の長さ（ｍｍ）

図

(単位ｍｍ)

50

50

(平面図) (平面図)

Ｂ 加重アタッチメントＡ 試 料
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煮沸はく離試験

ア 試験片の作成

試験片は、各試料パネルから一辺が７５ｍｍの正方形状のものを２片ずつ作成する。ただし、パ

ネルの表面において折りたたまれた状態で成型された木材の小片が存しないものに限る。

イ 試験の方法

試験片を煮沸水中に２時間浸せきする。

含水率試験

ア 試験片の作成

(正面図)

25
7

(側面図)

鋼又は

アルミブロック

試験片

(正面図)

64

52

13 38 13

77

M9ボルト

50

(側面図)
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試験片は、各試料パネルから適当な大きさのものを２片ずつ作成する。

イ 試験の方法

試験片の質量を測定し、これを乾燥器中で１００℃から１０５℃で乾燥し、恒量に達したと認め

られるときの質量（以下「全乾質量」という ）を測定し、含水率を求める。ただし、これ以外の。

方法によつて試験片の適合基準を満足するかどうかが明らかに判定できる場合は、その方法による

ことができる。

(注) 含水率は、次の式によつて算出する。

１ ２Ｗ － Ｗ

含水率（％）＝ × 100

２Ｗ

Ｗ は、乾燥前の質量（ｇ）１

Ｗ は、全乾質量（ｇ）２

常態曲げ試験 常態曲げ試験 

ア 試験片の作成 ア 試験片の作成

試験片は、各試料パネルから弱軸方向に３００ｍｍ、強軸方向に４００ｍｍの長方形状のもの及 試験片は、各試料パネルから短辺方向に３００ｍｍ、長辺方向に４００ｍｍの長方形状のもの及

び弱軸方向に４００ｍｍ、強軸方向に３００ｍｍの長方形状のものをそれぞれ２片ずつ作成する。 び短辺方向に４００ｍｍ、長辺方向に３００ｍｍの長方形状のものをそれぞれ２片ずつ作成する。

イ 試験の方法 イ 試験の方法

図 に示す方法によつて、スパンの方向と試験片の長辺方向を平行にして、最大荷重並びに比例 図 に示す方法によつて、スパンの方向と試験片の長辺方向を平行にして、最大荷重並びに比例 

域における上限荷重、下限荷重及びこれらに対応するたわみを測定し、曲げ強さ及び曲げヤング係 域における上限荷重、下限荷重及びこれらに対応するたわみを測定し、曲げ強さ及び曲げヤング係

数を求める。この場合の平均荷重速度は、毎分１４．７ＭＰａ以下とする。 数を求める。この場合の平均荷重速度は、毎分１４．７ＭＰａ以下とする。

（注）曲げ強さ及び曲げヤング係数は、それぞれ次の式によつて算出する。 （注）曲げ強さ及び曲げヤング係数は、それぞれ次の式によつて算出する。

３Ｐｂ ３Ｐｂ 

曲げ強さ（ＭＰａ又はＮ／ｍｍ ）＝ 曲げ強さ（ＭＰａ又はＮ／ｍｍ ）＝２ ２

２ ２２ｂｈ ２ｂｈ
３ ３△Ｐ △Ｐ 

曲げヤング係数（ＭＰａ又はＮ／ｍｍ ）＝ 曲げヤング係数（ＭＰａ又はＮ／ｍｍ ）＝２ ２

４ｂｈ △ｙ ４ｂｈ △ｙ３ ３

Ｐｂは、最大荷重（Ｎ） Ｐｂは、最大荷重（Ｎ）

は、スパン（ｍｍ） は、スパン（ｍｍ） 

ｂは、試験片の幅（ｍｍ） ｂは、試験片の幅（ｍｍ）

ｈは、試料パネルに表示された厚さ（ｍｍ） ｈは、試料パネルに表示された厚さ（ｃｍ）

△Ｐは、比例域における上限荷重と下限荷重との差（Ｎ） △Ｐは、比例域における上限荷重と下限荷重との差（ｋｇｆ）

△ｙは、△Ｐに対応するスパン中央のたわみ（ｍｍ） △ｙは、△Ｐに対応するスパン中央のたわみ（ｃｍ）
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図 ［略］ 図 

［略］ 湿潤曲げ試験 

ア 試験片の作成

のアに同じ。

イ 試験の方法

のイに同じ。ただし、試験片を水平面から５°傾けて設置し、これに均一に散水できる装置に

より72時間散水した後、試験片の散水面を上面とし、ぬれたままの状態で行うこととする。

なお、散水量は、毎分４Ｌ／ｍ とする。２

吸水厚さ膨張率試験 吸水厚さ膨張率試験 

ア 試験片の作成 ア 試験片の作成

試験片は、各試料パネルから弱軸方向に３００ｍｍ、強軸方向に４００ｍｍの長方形状のものを 試験片は、各試料パネルから短辺方向（短辺方向が強軸方向であるものにあつては、長辺方向）

２片ずつ作成する。ただし、試験片は、湿潤曲げ試験に供する試験片を湿潤曲げ試験の前に用いて に３００ｍｍ、長辺方向（短辺方向が強軸方向であるものにあつては、短辺方向）に４００ｍｍの

よい。 長方形状のものを２片ずつ作成する。ただし、試験片は、湿潤曲げ試験に供する試験片を湿潤曲げ

試験の前に用いてよい。

イ ［略］ イ 試験の方法

図 に示す方法によつて各辺付近の４箇所の厚さを精度０．０１ｍｍのダイアルゲージ又はマイ

クロメーターで測定する。次に試験片を水平面から５゜傾けて設置し、これに均一に散水できる装

h

/2 /2



b

50 50

試験片

支 点
(ナイフエッヂ又はローラーベアリング)

荷重ブロック

(先端部の曲率半径がほぼ1.5hのもの)

ダイヤルゲージ

：スパン
ｈ：試験片の厚さ
ｂ：試験片の幅
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置により７２時間散水した後、同じ箇所の厚さを測定する。

(注) 吸水厚さ膨張率は、各測定点ごとに次の式によつて算出する。

２ １ｔ －ｔ

吸水厚さ膨張率（％）＝ × １００

１ｔ

ｔ は、吸水前の厚さ（ｍｍ）１

ｔ は、吸水後の厚さ（ｍｍ）２

図 ［略］ 図 

釘接合せん断試験 釘接合せん断試験 

ア 試験片の作成 ア 試験片の作成

試験片は、各試料パネルから弱軸方向に１００ｍｍ、強軸方向に３００ｍｍの長方形状のものを 試験片は、各試料パネルから短辺方向（短辺方向が強軸方向であるものにあつては、長辺方向）

２片ずつ作成する。 に１００ｍｍ、長辺方向（短辺方向が強軸方向であるもにあつては、短辺方向）に３００ｍｍの長

方形状のものを２片ずつ作成する。

イ 試験の方法 イ 試験の方法

枠組壁工法構造用製材の日本農林規格（昭和４９年７月８日農林省告示第６００号）別表第３の 枠組壁工法構造用製材の日本農林規格（昭和４９年７月８日農林省告示第６００号）別表２ＳⅡ

、 、 、 、Ｈｅｍ－Ｆｉｒの項、Ｓ－Ｐ－Ｆ又はＳｐｒｕｃｅ－Ｐｉｎｅ－Ｆｉｒの項及びＷ Ｃｅｄａｒの の項に掲げる樹種の乾燥材であつて 厚さ３８ｍｍ 幅８９ｍｍ 長さ３００ｍｍのものを用意し

（ （ 「 」 。） （ ）項に掲げる樹種の乾燥材であつて、厚さ３８ｍｍ、幅８９ｍｍ、長さ３００ｍｍのものを用意し、 図 に示す方法によつて試験片を釘 日本工業規格 以下 ＪＩＳ という Ａ５５０８ くぎ

図 に示す方法によつて試験片を釘 日本工業規格 以下 ＪＩＳ という Ａ５５０８ くぎ に規定する太め鉄丸くぎのＣＮ５０。以下同じ ）により当該乾燥材に接合した後、図 に示す方 （ （ 「 」 。） （ ） 。

。 、 （ 。） 。に規定する太め鉄丸くぎのＣＮ５０をいう。以下同じ ）により当該乾燥材に接合した後、図 に 法によつて板面に平行の方向に圧縮し 最大耐力 破壊時における最大荷重をいう を測定する

示す方法によつて板面に平行の方向に圧縮し、最大耐力（破壊時における最大荷重をいう ）を測 この場合の平均荷重速度は、毎分２．５ｍｍ以下とする。。

定する。この場合の平均荷重速度は、毎分２．５ｍｍ以下とする。

75

75

75

75
300

400

測定点

（単位mm）
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図 ・ ［略］ 図 

（単位ｍｍ）

図

［略］ 釘引き抜き試験 

ア 試験片の作成

試験片は、各試料パネルから一辺が５０ｍｍの正方形状のものを１片ずつ作成する。

イ 試験の方法

釘をその長さの１／２まで板面に垂直に打ち込み、図 に示す方法によつて釘を引き抜く方向に

100

100

300

50

50

50

100

100

50

300

試験片

乾燥材

釘

50

10089

38

(ＣＮ50)

釘(CN50)

試験材

乾燥材
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力を加え、最大引き抜き耐力（釘が抜けた時における最大荷重をいう ）を測定する。この場合の。

平均引き抜き速度は、毎分５ｍｍ以下とする。

図

ホルムアルデヒド放散量試験 ホルムアルデヒド放散量試験 

ア ［略］ ア 試験片の作成

試験片は、各ホルムアルデヒド放散量試験用試料パネルから長さ１５０ｍｍ、幅５０ｍｍの長方

形状のものを１０片ずつ作成する。

イ 試験の方法 イ 試験の方法

［略］ 試験片の養生 

同一ホルムアルデヒド放散量試験用試料パネルから採取した試験片ごとにビニール袋で密封

し、温度を２０±１℃に調整した恒温室等で１日以上養生する。

試薬の調製 試薬の調製 

試薬は、次のａからｈまでによりそれぞれ調製する。 試薬は、次のａからｈまでによりそれぞれ調整する。

ａ よう素溶液（０．０５ｍｏｌ／Ｌ） ａ よう素溶液（０．０５ｍｏｌ／Ｌ）

（ （ （ ）） 。） （ （ （ ）） 。）よう化カリウム ＪＩＳ Ｋ ８９１３ よう化カリウム 試薬 に規定するものをいう よう化カリウム ＪＩＳ Ｋ ８９１３ よう化カリウム 試薬 に規定するものをいう

４０ｇを水２５ｍＬに溶かし、これによう素（ＪＩＳ Ｋ ８９２０（よう素（試薬 ）に規 ４０ｇを水２５ｍＬに溶かし、これによう素（ＪＩＳ Ｋ ８９２０（よう素（試薬 ）に規） ）

定するものをいう ）１３ｇを溶かした後、これを１，０００ｍＬの全量フラスコ（ＪＩＳ 定するものをいう ）１３ｇを溶かした後、これを１，０００ｍＬのメスフラスコ（ＪＩＳ。 。

Ｒ ３５０５（ガラス製体積計）に規定するものをいう。以下同じ ）に移し入れ、塩酸（Ｊ Ｒ ３５０３（化学分析用ガラス器具）に規定するものをいう。以下同じ ）に移し入れ、工。 。

ＩＳ Ｋ ８１８０（塩酸（試薬 ）に規定するものをいう ）３滴を加えた後、水で定容とし 業塩酸（ＪＩＳ Ｋ ８１８０（塩酸（試薬 ）に規定するものをいう ）３滴を加えた後、水） 。 ） 。

たもの。 で定容としたもの。

ｂ チオ硫酸ナトリウム溶液（０．１ｍｏｌ／Ｌ） ｂ チオ硫酸ナトリウム溶液（０．１ｍｏｌ／Ｌ）

（ （ （ ）） （ （ （ ））チオ硫酸ナトリウム五水和物 ＪＩＳ Ｋ ８６３７ チオ硫酸ナトリウム五水和物 試薬 チオ硫酸ナトリウム五水和物 ＪＩＳ Ｋ ８６３７ チオ硫酸ナトリウム五水和物 試薬

に規定するものをいう ）２６ｇと炭酸ナトリウム（ＪＩＳ Ｋ ８６２５（炭酸ナトリウム に規定するものをいう ）２６ｇと炭酸ナトリウム（ＪＩＳ Ｋ ８６２５（炭酸ナトリウム。 。

（ ）） 。） ． ， 、 （ ）） 。） ． ， 、試薬 に規定するものをいう ０ ２ｇを溶存酸素を含まない水１ ０００ｍＬに溶かし 試薬 に規定するものをいう ０ ２ｇを溶存酸素を含まない水１ ０００ｍＬに溶かし

２日間放置した後、よう素酸カリウム（ＪＩＳ Ｋ ８００５（容量分析用標準物質）に規定 ２日間放置した後、よう素酸カリウム（ＪＩＳ Ｋ ８００５（容量分析用標準物質）に規定

するものをいう ）を用いて、ＪＩＳ Ｋ ８００１（試薬試験方法通則）の４．５（滴定用 するものをいう ）を用いて、ＪＩＳ Ｋ ８００１（試薬試験方法通則）の４．５（滴定用。 。

50

試験片

釘(ＣＮ50)
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溶液 （２１．２）０．１ｍｏｌ／Ｌチオ硫酸ナトリウム溶液に規定する標定を行ったもの。 溶液 （２１．２）０．１ｍｏｌ／Ｌチオ硫酸ナトリウム溶液に規定する標定を行った溶液。） ）

ｃ 水酸化ナトリウム溶液（１ｍｏｌ／Ｌ） ｃ 水酸化ナトリウム溶液（１ｍｏｌ／Ｌ）

水酸化ナトリウム（ＪＩＳ Ｋ ８５７６（水酸化ナトリウム（試薬 ）に規定するものを 水酸化ナトリウム（ＪＩＳ Ｋ ８５７６（水酸化ナトリウム（試薬 ）に規定するものを） ）

いう ）４０ｇを水２００ｍＬに溶かし、これを１，０００ｍＬの全量フラスコに移し入れ、 いう ）４０ｇを水２００ｍＬに溶かし、これを１，０００ｍＬのメスフラスコに移し入れ、。 。

水で定容としたもの。 定容としたもの。

ｄ 硫酸溶液（１ｍｏｌ／Ｌ） ｄ 硫酸溶液（１ｍｏｌ／Ｌ）

硫酸（ＪＩＳ Ｋ ８９５１（硫酸（試薬 ）に規定するものをいう ）５６ｍＬを水２００ 硫酸（ＪＩＳ Ｋ ８９５１（硫酸（試薬 ）に規定するものをいう ）５６ｍＬを水２００） 。 ） 。

ｍＬに溶かし、これを１，０００ｍＬの全量フラスコに移し入れ、水で定容としたもの。 ｍＬに溶かし、これを１，０００ｍＬのメスフラスコに移し入れ、定容としたもの。

ｅ でんぷん溶液 ｅ でんぷん溶液

でんぷん（ＪＩＳ Ｋ ８６５９（でんぷん（溶性 （試薬 ）に規定するものをいう ）１ でんぷん（ＪＩＳ Ｋ ８６５９（でんぷん（溶性 （試薬 ）に規定するものをいう ）１） ） 。 ） ） 。

ｇを水１０ｍＬとよく混和し、熱水２００ｍＬ中にかき混ぜながら加える。約１分間煮沸し、 ｇを水１０ｍＬとよく混和し、熱水２００ｍＬ中にかき混ぜながら加える。約１分間煮沸し、

冷却した後、ろ過したもの。 冷却した後、ろ過した溶液。

ｆ ホルムアルデヒド標準原液 ｆ ホルムアルデヒド標準原液

ホルムアルデヒド液（ＪＩＳ Ｋ ８８７２（ホルムアルデヒド液（試薬 ）に規定するも ホルムアルデヒド液（ＪＩＳ Ｋ ８８７２（ホルムアルデヒド液（試薬 ）に規定するも） ）

のをいう ）１ｍＬを１，０００ｍＬの全量フラスコに入れ、水で定容としたもの。 のをいう ）１ｍＬを１，０００ｍＬのメスフラスコに入れ、水で定容としたもの。。 。

この溶液のホルムアルデヒド濃度は、次の要領により求める。 この溶液のホルムアルデヒド濃度は、次の要領により求める。

上記、ホルムアルデヒド標準原液２０ｍＬを１００ｍＬの共栓付き三角フラスコ（ＪＩＳ 上記、ホルムアルデヒド標準原液２０ｍＬを１００ｍＬの共栓付き三角フラスコ（ＪＩＳ

Ｒ ３５０３（化学分析用ガラス器具）に規定するものをいう。以下同じ ）に分取し、ａの Ｒ ３５０３（化学分析用ガラス器具）に規定するものをいう。以下同じ ）に分取し、ａの。 。

よう素溶液２５ｍＬ及びｃの水酸化ナトリウム溶液１０ｍＬを加え、遮光した状態で１５分間 よう素溶液２５ｍＬ及びｃの水酸化ナトリウム溶液１０ｍＬを加え、遮光した状態で１５分間

室温に放置する。次に、ｄの硫酸溶液１５ｍＬを加え、遊離したよう素を直ちにｂのチオ硫酸 室温に放置する。次に、ｄの硫酸溶液１５ｍＬを加え、遊離したよう素を直ちにｂのチオ硫酸

ナトリウム溶液で滴定する。溶液が淡黄色になってから、ｅのでんぷん溶液１ｍＬを指示薬と ナトリウム溶液で滴定する。溶液が淡黄色になってから、ｅのでんぷん溶液１ｍＬを指示薬と

して加え、更に滴定する。別に水２０ｍＬを用いて空試験を行い、次の式によってホルムアル して加え、更に滴定する。別に水２０ｍＬを用いて空試験を行い、次の式によってホルムアル

デヒド濃度を求める。 デヒド濃度を求める。

Ｃ＝１．５×（Ｂ－Ｓ）×ｆ×１，０００／２０ Ｃ＝１．５×（Ｂ－Ｓ）×ｆ×１，０００／２０

Ｃは、ホルムアルデヒド標準原液中のホルムアルデヒド濃度（ｍｇ／Ｌ） Ｃは、ホルムアルデヒド標準原液中のホルムアルデヒド濃度（ｍｇ／Ｌ）

Ｓは ホルムアルデヒド標準原液の０ １ｍｏｌ／Ｌのチオ硫酸ナトリウム溶液の滴定量 ｍ Ｓは ホルムアルデヒド標準原液の０ １ｍｏｌ／Ｌのチオ硫酸ナトリウム溶液の滴定量 ｍ、 ． （ 、 ． （

Ｌ） Ｌ）

Ｂは、空試験における０．１ｍｏｌ／Ｌのチオ硫酸ナトリウム溶液の滴定量（ｍＬ） Ｂは、空試験における０．１ｍｏｌ／Ｌのチオ硫酸ナトリウム溶液の滴定量（ｍＬ）

ｆは、０．１ｍｏｌ／Ｌのチオ硫酸ナトリウム溶液のファクター ｆは、０．１ｍｏｌ／Ｌのチオ硫酸ナトリウム溶液のファクター

1.５は、０．１ｍｏｌ／Ｌのチオ硫酸ナトリウム溶液１ｍＬに相当するホルムアルデヒド量 1.５は、０．１ｍｏｌ／Ｌのチオ硫酸ナトリウム溶液１ｍＬに相当するホルムアルデヒド量

（ｍｇ） （ｍｇ）

ｇ ホルムアルデヒド標準溶液 ｇ ホルムアルデヒド標準溶液

， 、 ， 、ホルムアルデヒド標準原液を水１ ０００ｍＬ中に３ｍｇのホルムアルデヒドを含むように ホルムアルデヒド標準原液を水１ ０００ｍＬ中に３ｍｇのホルムアルデヒドを含むように

１，０００ｍＬの全量フラスコに適量採り、水で定容としたもの。 １，０００ｍＬのメスフラスコに適量採り、水を標線まで加えて調製した溶液。

ｈ アセチルアセトン－酢酸アンモニウム溶液 ｈ アセチルアセトン－酢酸アンモニウム溶液

アセチルアセトン－酢酸アンモニウム溶液は、１５０ｇの酢酸アンモニウム（ＪＩＳ Ｋ アセチルアセトン－酢酸アンモニウム溶液は、１５０ｇの酢酸アンモニウム（ＪＩＳ Ｋ

８３５９（酢酸アンモニウム（試薬 ）に規定するものをいう ）を８００ｍＬの水に溶かし、 ８３５９（酢酸アンモニウム（試薬 ）に規定するものをいう ）を８００ｍＬの水に溶かし、） 。 ） 。

これに３ｍＬの氷酢酸（ＪＩＳ Ｋ ８３５５（酢酸（試薬 ）に規定するものをいう ）と２ これに３ｍＬの氷酢酸（ＪＩＳ Ｋ ８３５５（酢酸（試薬 ）に規定するものをいう ）と２） 。 ） 。

ｍＬのアセチルアセトン（ＪＩＳ Ｋ ８０２７（アセチルアセトン（試薬 ）に規定するも ｍＬのアセチルアセトン（ＪＩＳ Ｋ ８０２７（アセチルアセトン（試薬 ）に規定するも） ）

のをいう を加え 溶液の中で十分混合させ 更に水を加えて１ ０００ｍＬとしたもの 直 のをいう ）を加え、溶液の中で十分混合させ、定容としたもの （直ちに測定ができない場合。） 、 、 ， 。（ 。 。
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ちに測定ができない場合は、０から１０℃の冷暗所に調整後３日を超えない間保管することが は、０から１０℃の冷暗所に調整後３日を超えない間保管することができる ）。

できる ） ホルムアルデヒドの捕集。 

ホルムアルデヒドの捕集 図 のように大きさ２４０ｍｍ（内容積９～１１Ｌまで）のデシケーター（ＪＩＳ Ｒ ３５ 

図 のように大きさ２４０ｍｍ（内容積９～１１Ｌまで）のデシケーター（ＪＩＳ Ｒ ３５ ０３（化学分析用ガラス器具）に規定するものをいう ）の底の中央部に３００±１ｍＬの蒸留 。

０３（化学分析用ガラス器具）に規定するものをいう ）の底の中央部に３００±１ｍＬの蒸留 水を入れた直径１２０ｍｍ、高さ６０ｍｍの結晶皿を置き、その上に図 のように試験片をそれ。 

、 、 、水を入れた直径１２０ｍｍ、高さ６０ｍｍの結晶皿を置き、その上に図 のように試験片をそれ ぞれが接触しないように支持金具に固定してのせ ２０±１℃で２４時間－０ ＋５分放置して

ぞれが接触しないように支持金具に固定してのせ、２０±１℃で正確に２４時間（＋５分を許容 放散するホルムアルデヒドを蒸留水に吸収させて試料溶液とする。

する ）放置して、放散するホルムアルデヒドを蒸留水に吸収させて試料溶液とする。なお、バ。

ックグラウンドのホルムアルデヒド濃度を測定するため、試験片を入れない状態で上記の操作を

行い、これをバックグラウンド溶液とする。

図 ・ ［略］ 図 

図

試料溶液中のホルムアルデヒド濃度の測定 試料溶液中のホルムアルデヒド濃度の測定 

試料溶液中のホルムアルデヒド濃度の測定は、アセチルアセトン吸光光度法によって測定す 試料溶液中のホルムアルデヒド濃度の測定は、アセチルアセトン吸光光度法によって測定す

る。 る。

の試料溶液２５ｍＬを共栓付き容器に入れ、次に、アセチルアセトン－酢酸アンモニウム溶 の試料溶液２５ｍＬを共栓付き三角フラスコに入れ、次に、アセチルアセトン－酢酸アンモ 

液２５ｍＬを加え、軽く栓をして混和する。共栓付き容器を、６５±２℃の水中で１０分間加温 ニウム溶液２５ｍＬを加え、軽く栓をして混和する。共栓付き三角フラスコを、６５±２℃の水

試
験
片

結
晶
皿

支持金具

試験片

支持金具

試験片

（平面図）

（見取図）
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した後、この溶液を室温になるまで遮光した状態で静置する。この溶液を吸収セルにとり、水を 中で１０分間加温した後、この溶液を室温になるまで遮光した状態で静置する。この溶液を吸収

対照として、波長４１２ｎｍの吸光度を分光光度計を用いて測定する。 セルにとり、水を対照として、波長４１２ｎｍで分光光度計で吸光度を測定する。

検量線の作成 検量線の作成 

、 、 （ （ ）検量線は、ホルムアルデヒド標準溶液を、全量ピペット（ＪＩＳ Ｒ ３５０５（ガラス製体 検量線は ホルムアルデヒド標準溶液を ピペット ＪＩＳ Ｋ ３５０５ ガラス製体積計

積計）に規定するものをいう ）で０ｍＬ、５ｍＬ、１０ｍＬ、２０ｍＬ、５０ｍＬ及び１００ に規定するものをいう ）で０ｍＬ、５ｍＬ、１０ｍＬ、２０ｍＬ、５０ｍＬ及び１００ｍＬず。 。

ｍＬずつ採り、別々の１００ｍＬの全量フラスコに入れた後、水で定容としたものを検量線作成 つ採り、別々の１００ｍＬのメスフラスコに入れた後、水を標線まで加え、検量線作成用ホルム

用ホルムアルデヒド溶液とする。それぞれの検量線作成用溶液から２５ｍＬを分取し の操作を アルデヒド溶液とする。それぞれの検量線作成用溶液から２５ｍＬを分取し の操作を行い、ホ 

行い、ホルムアルデヒド量（０～３ｍｇ）と吸光度との関係線を作成する。その傾き（Ｆ）は、 ルムアルデヒド量（０～３ｍｇ）と吸光度との関係線を作成する。その傾き（Ｆ）は、グラフ又

グラフ又は計算によって求める。 は計算によって求める。

ホルムアルデヒド濃度の算出 ホルムアルデヒド濃度の算出 

試料溶液のホルムアルデヒド濃度は次の式により算出する。 試料溶液のホルムアルデヒド濃度は次の式により算出する。

Ｇ＝Ｆ×（Ａｄ－Ａｂ） Ｇ＝Ｆ×（Ａｄ－Ａｂ）

Ｇは、試験片のホルムアルデヒド濃度（ｍｇ／Ｌ） Ｇは、試験片のホルムアルデヒド濃度（ｍｇ／Ｌ）

Ａｄは、試料溶液の吸光度 Ａｄは、試料溶液の吸光度

Ａｂは、バックグラウンドの吸光度 Ａｂは、空試験（新鮮な蒸留水）の吸光度

Ｆは、検量線の傾き（ｍｇ／Ｌ） Ｆは、検量線の傾き（ｍｇ／Ｌ）

別記様式 ［略］ 別記様式

品 名

ホルムアルデヒド放散量

寸 法

使 用 接 着 剤 の 種 類

製 造 者

備考 ［略］ 備考

１ ホルムアルデヒド放散量についての表示をしないものにあつては、この様式中「ホルムアルデヒド

放散量」を省略すること。

２ 非ホルムアルデヒド系接着剤を使用した旨の表示をしないものにあつては、この様式中「使用接着

剤の種類」を省略すること。

３ 表示を行う者が販売業者である場合にあつては、この様式中「製造者」を「販売者」とすること。

４ 輸入品にあつては、３にかかわらず、この様式中「製造者」を「輸入者」とすること。

５ この様式は、縦書きとすることができる。



農林物資規格調査会部会議事次第

日時：平成１９年６月２１日（木）

１４時～

場所：農林水産省第２特別会議室

１ 開会

２ 食品表示・規格監視室長挨拶

３ 議題

(１）フローリングの日本農林規格の見直しについて

（２）構造用パネルの日本農林規格の見直しについて

（３）その他

４ 閉会

配付資料

１ 農林物資規格調査会部会委員名簿

２ フローリングの日本農林規格の見直しについて（案）

３ 構造用パネルの日本農林規格の見直しについて（案）

４ ＪＡＳ規格及び品質表示基準の制定・見直しの基準



農林物資規格調査会部会委員名簿

氏 名 役 職

◎ 神谷 文夫 （独）森林総合研究所研究コーディネータ

◎ 河合 誠 （社）住宅生産団体連合会木質複合建築開発委員会委員長

◎ 河道前 伸子 全国消費者協会連合会食品安全対策委員会委員長

◎ 川畑 正美 消費者

◎ 鈴木 智 日本合板工業組合連合会副会長

○ 粟生 美世 （社）栄養改善普及会理事

○ 井上 明生 (独)森林総合研究所複合材料研究領域積層接着研究室長

○ 斉藤 一 (社)プレハブ建築協会住宅部会技術分科会幹事

○ 笹田 己由 全国建設労働組合総連合住宅対策部長

○ 澤木 佐重子 （社）全国消費生活相談員協会

(独)森林総合研究所複合材料研究領域複合化研究室複合化研究室長○ 渋沢 龍也

（独）森林総合研究所構造利用研究領域木質構造居住環境研究室長○ 末吉 修三

○ 髙野 愛治郎 (社）全国中小建築工事業団体連合会

○ 田丸 せつ子 全国生活学校連絡協議会副会長

○ 徳永 瑛子 日本主婦連合会副会長

○ 友井 政利 全米林産物製紙協会技術顧問

○ 長谷川 朝惠 消費者（消費生活アドバイザー）

○ 藤原 弘美 日本複合床板工業会技術委員長

○ 麓 英彦 カナダ林産業審議会日本副代表（技術担当）

○ 古田 英之 日本フローリング工業会副会長・技術委員長

○ 堀江 雅子 （財）ベターホーム協会常務理事

○ 松井 千輝 公募委員

○ 三善 和夫 (社)日本木造住宅産業協会資材・流通委員会主査

○ 山根 香織 主婦連合会副会長

（注）◎：農林物資規格調査会委員 （五十音順）

○：農林物資規格調査会専門委員
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パブリック・コメント等募集結果
（構造用パネルの日本農林規格の改正案）

１．行政手続法による意見公募手続等に寄せられた意見・情報

（募集期間：19.7.9～19.8.7）

なし

２．貿易の技術的障害に関する協定による事前意図公告に寄せられたコメント

（募集期間：19.9.19～19.11.17)

なし
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